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論　文
主体性の形成の視点からの子育ち支援 
～子ども・子育て支援法の検討を中心に～
福　　島　　正　　剛　
要旨
2015年４月から子ども・子育て支援法が施行された。
　子ども・子育て支援法の立法趣旨は、近年の家族構成の変化や地域のつな
がりの希薄化によって、子育てに不安や孤立感を感じる家庭への支援、保育
所入所待機児童の解消などにより子どもを生み、育てたいという個人の希望
がかなうようにするために国や地域を挙げて、社会全体で子ども・子育てを
支援する仕組みを構築すること等とされている。
　ところで、子ども・子育て支援法は、子どもの支援ニーズを充足する制度
として構築されているのであろうか。
　本稿では、子どもの主体性の形成という視点にたって、子どもの権利条約、
子どものシティズンシップ論から子どもの地域生活への参加・包摂といった
評価軸を導出するとともに、地域生活への参加・包摂に適合する保育として
家庭的保育という評価軸を析出する。
　そして、この評価軸に従って、子ども・子育て支援法を評価した結果、保
育対象者の年齢、保育単価において家庭的保育と保育所保育とは格差が生じ
ており、居宅訪問型保育は特別な保育ニーズに対応するものとなっているこ
とを示した。その対応策としては、家庭的保育の充実といった観点から、家
庭的保育及び居宅訪問型保育を保育所保育と同一の水準にすべきとした。ま
た、地域生活への参加・包摂の方法として、世代間交流が有効であるとし、
地域子ども・子育て支援事業の中に追加すべきとした。
　本小論において、主体性の形成といった概念が子どもの地域への参加・包
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摂という評価軸によって子ども法制の分野においても通底するものであるこ
とを示すことができたと考える。
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はじめに
子ども、子育てを巡っては、近時、様々な問題が現出してきている。
平成26年度に児童相談所が対応した児童虐待対応件数は、88,931件と過去
最高となったことが2015年10月８日に厚生労働省によって公表された１）。　
また、期間合計特殊出生率は、1984年には1.81人だったものが、2014年に
は1.42人となっており、2004年の1.29人を上まわってはいるものの依然低い
水準となっている２）。
　さらに、保育所等への入所待機児童数は、2015年４月１日現在で23,167人
となっている。2010年の26,275人をピークに減少傾向にあったが、2015年は
2014年より1,796人増加し、５年ぶりの増加となった３）。
　一方、国の子育て支援施策は、1994年に「今後の子育て支援のための施策
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の基本方針について」（エンゼルプラン）が策定されて以来、1999年には「重
点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について」（新エンゼルプラ
ン）、2003年には次世代育成支援対策推進法が成立し、2010年１月に「子ど
も・子育てビジョン」が閣議決定され、同年７月に「子ども・子育て新シス
テムに関する中間とりまとめ」、2012年３月には「子ども・子育て新システ
ムの基本制度について」が取りまとめられた。そして、2012年８月に子ど
も・子育て支援法等の子ども・子育て関連３法が成立した。
　子ども・子育て支援法の立法趣旨は、近年の家族構成の変化や地域のつな
がりの希薄化によって、子育てに不安や孤立感を感じる家庭への支援、保育
所入所待機児童の解消などにより子どもを生み、育てたいという個人の希望
がかなうようにするためのサポートが強く求められていることからも、国や
地域を挙げて、社会全体で子ども・子育てを支援する仕組みを構築すること
等とされている４）。つまり、冒頭に例示的に挙げた子育てを巡る問題にも対
処するために立法化されたということがいえるだろう。
　ところで、子ども・子育て支援法は、果たして立法趣旨あるいは法第１条
に掲げる法の目的に叶う制度として構築されているのであろうか。
　とりわけ、我が国が1994年に批准した児童の権利に関する条約（以下「子
どもの権利条約」という。）は、子ども・子育て支援法の上位規範と位置付
けられるのであり５）、当該条約は、子どもを単なる保護の客体と捉えるの
ではなく権利の主体と捉え、自ら権利を行使することを認めているのであ
る６）。
　そこで、本稿では、子どもの権利条約の規範理念として通底する子どもを
保護の客体ではなく権利の主体として捉える点に着目して主体性の形成とい
う視点から子ども・子育て支援法の評価を試みる。子どもは主体的な存在で
あり、主体性が阻害されている制度があるとすれば、これを縮減・除去し、
主体性を形成する制度とすることが子ども権利条約の趣旨といえるからであ
る。
　まず、１では、わが国の社会福祉法制において社会福祉基礎構造改革や子
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どもの権利条約において子どもを保護の客体ではなく権利の主体として捉え
るべきことが規定されており、子どもの主体性の形成はこれらの法規範から
導出されるものであることを示し、子どもの主体性の形成の評価軸として、
河野正輝の提唱する「発達障害概念」を媒介として子どもの権利条約と障害
者権利条約を架橋するとともに、子どものシティズンシップ論から子どもの
地域生活への参加・包摂という評価軸を導く。さらに、子ども視点に立った
保育の項では、家庭的保育といった評価軸を導出する。次いで、２では、こ
れらの評価軸に従って、子ども・子育て支援法及びその関連する範囲で児童
福祉法を評価し、家庭的保育が保育所保育と比べ、対象者、保育者の専門性、
保育単価において格差が生じており、この格差解消が多様な保育を可能に
し、子どもの保育ニーズに適合するものであるこことを示す。また、地域生
活への参加・包摂が子どもの発達・成長には必要であり、「世代間交流」が
その有力な方法であること、「世代間交流」等を子ども・子育て支援法第59
条の地域子ども・子育て支援事業に規定すべきことを提唱する。そして、高
齢者福祉、障害者福祉における施設入所型から在宅福祉への移行の潮流から
は、家庭的保育等が見直されるべきことを論じる。
１　社会福祉法制における主体性の形成
（１）　社会福祉法制における主体性の形成
従来の社会福祉法制においては福祉サービスの提供は措置制度に拠ってい
たが、2000年の社会福祉基礎構造改革によって、社会福祉に関する理念の転
換がもたらされた。社会福祉基礎構造改革の中間まとめでは、基本的方向性
の第一として「対等な関係の確立」が提示され、「個人が尊厳を持ってその
人らしい生活を送れるよう支援するという社会福祉の理念に対応し、サービ
スの利用者と提供者との間に対等な関係を確立する」とされた。第二として
は、「地域での総合的な支援」として「利用者本位の考え方に立って、利用
者を一人の人間としてとらえ、その人の需要を総合的かつ継続的に把握し、
その上で必要となる保健・医療・福祉の総合的なサービスが、教育、就労、
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住宅、交通などの生活関連分野とも連携を図りつつ、効率的に提供される体
制を利用者の最も身近な地域において構築する」としている７）。ここには、
社会福祉法をはじめ社会福祉に関する法に通底するものとして、福祉サービ
スの利用者と提供者との対等な関係が挙げられており、福祉サービス利用者
が保護の客体ではなく権利の主体として、つまり主体として形成していこう
とする方向性が見て取れるのである。そして、それは、第二の「地域での総
合的支援」にあるように、利用者を一人の人間として捉え、地域生活を支援
する体制を構築することが求められるのである。
　ところで、社会保障法学においても、菊池馨実は、従来の理論が、社会保
障をめぐる法関係を国家から個人に対する一方的な給付関係として捉える傾
向にあり、これが個人を「保護されるべき客体」と捉える見方につながった
とされ、自由の理念により「個人」基底性と「自律」指向性を強調する８）。
　また、河野正輝は社会保障法の法体系として目的区分説９）を提唱し、自
立支援保障法を柱の一つと位置付けている。自立支援保障法は、可能な限り
居宅で自立した日常生活をおくること、社会から排除される危険をもつ人々
の社会生活および労働市場への完全参加を支援することとされている。
これらの学説を踏まえれば、社会福祉サービスの利用者像は、生活の自
立・主体性を失った人々、あるいは自立・主体性を著しく欠く人々と捉える
べきではなく、その人らしい生き方（主体性の形成）を社会的諸条件の中で
阻害されている人々と捉えるべきであろう10）。
社会福祉基礎構造改革の方向性や近時の学説の動向を踏まえれば、社会福
祉の給付を受ける人を給付の客体と捉えるのではなく権利の主体と捉え、社
会福祉法制を主体性の形成のための法と捉えていくことが必要とされている
といえるのではないだろうか。
（２）　子どもの権利条約にみる主体性の形成
　子どもの権利条約は、1989年に国連総会で採択され、１年後の1990年に発
効した。わが国は、1994年に批准している。
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　柏女霊峰は、子どもの権利条約の考え方の特徴を、次の４点に整理してい
る11）。
　❶子どもの最善の利益
　❷子どもの市民的自由
　❸意見表明権
　❹発達しつつある存在としての子ども
　これらの特徴からは、条約は、子どもを単に保護の客体と捉えるのではな
く、権利の主体と認識しているといえよう。
また、黒川久美は、「子どもの権利条約には、子どもは保護され
（Protection）、成長に必要なものを与えられる（Provision）だけでなく、
子ども自身が社会に参加する（Participation）存在だという、「３つのP」
で表される子ども観が内包されている。特に「社会参加の主体」すなわち「権
利行使の主体」であり「大人のパートナー」、「大人と対等な存在」という子
どものとらえ方が示されている点が重要である」としている12）。また、同書
で増山均の見解13）を引用し、「子どもの権利条約の子ども観の基本原則を「子
どもを一人の人間（人格）として認め」「子どもの最善の利益を保障すること」
だとおさえ、とりわけ「日々の生活の中で子どもの主体性を尊重しきること」
が重要である」としている14）。
　ところで、子どもの権利条約は、乳幼児期の子どもについて詳細に述べて
いるわけではない。そこで、子どもの権利委員会15）は、乳幼児期の子ども
がもつ独自のニーズを満たすうえでの課題を明らかにするために、2005年
11月に「一般意見第７号　乳幼児期にある子どもの権利の実施16）」を採択し
た。世取山洋介は、一般意見第７号の最も画期的意義は乳幼児を社会的主体
と性格付けたことだとする17）。確かに、第16パラグラフでは、「乳幼児は他
者に全面的に依存しているが、ケア、指示、指導を受け取るだけの受け身
の存在ではなく、親その他の養育者に対し、自分の生存、成長およびウェル
ビーイングのための必要な保護、養育および理解を求める積極的な社会的行
為主体なのである」と記載されている。さらには、第14パラグラフでは、こ
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れまで乳幼児は、訓練、社会化の対象とされてきたが、子どもの権利条約第
12条は、もっとも幼い子どもでさえ、権利の保有者として意見を表明する資
格があると規定されているとしている。
　一般意見第７号について世取山は、「生まれたときから子どもが持ってい
る主体性こそが、子どもが権利の保持者として承認されるべきことの根拠に
なると述べて」いるとしている18）。
　つまり、子どもの権利条約は、一般意見第７号と相まって、乳幼児を保護
の客体ではなく権利の主体とし、その主体性の形成を重要な規範と位置付け
ているといえよう。
（３）評価軸の導出
（１）、（２）では、わが国の社会福祉法制及び子ども権利条約は、乳幼児
の主体性の形成を図ることを重要な価値規範としているとした。
本項では、子どもの支援を規定する「子ども・子育て支援法」の中でも小
学校就学前の子どもに絞って主体性の形成の視点から、その評価軸を導出し
ようと試みるものである。
①子どもの権利条約の基本原則
子どもの権利条約の特徴については、柏女霊峰により整理がなされている
が19）、これを、郷木義子に従って一般原則として捉えなおせば、「❶差別禁
止原則、❷最善の利益原則、❸子どもの参加原則、❹生存権と発達権」20）と
いうことができるだろう。
②子どもの権利条約と障害者権利条約との関係
ア）障害者権利条約
2008年に発効した障害者権利条約は、わが国においては、2014年１月20
日に批准書を国連に寄託した結果、2014年２月19日から国内法的効力が生
じている。
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　国連は、当該権利条約について、「障害者は、慈善や治療や社会的保護の
『客体』とみなされるのではなく、社会の能動的な構成員と同様に、権利を
主張することができ自由や十分な情報を基礎とした生活を自ら決定する権利
の主体とみなされる」としている21）。つまり障害者権利条約は、障害者を治
療や保護の「客体」としてではなく、人権の「主体」として捉える障害者観
に立っているということができる22）。
　この条約の特徴の一つは、第19条において、「自立した生活〔生活の自律〕
及び地域社会へのインクルージョン」について規定されたことである。ヨー
ロッパにおける人権のためのコミッショナー（Commissioner for Human 
Rights）による2012年３月のIssue Paperによれば、障害者が地域社会
（community）で生活する権利の最も発展した形態は障害者権利条約第19
条にみることができるのであり、第19条は、条約全体の目的を達成するため
の基本的プラットホームであるされている。さらに同書は、平等、選択、完
全な包摂、コミュニティへの参加について言及するとき、第19条は、その一
般的原理を著すものであり、条約の基本的思想の基礎をなすものであるとし
ている23）。
以上から、障害者権利条約は、障害者を地域社会へのインクルージョン、
つまり地域社会へ包摂し、その一員として生活することを重要なものと位置
付けており、そのことが障害者の主体性を形成することにつながるというこ
とができよう。
イ）発達障害概念を手がかりとして
河野正輝は、その著書『社会福祉の権利構造』（有斐閣、1991年）で、要
保障事故としての「発達障害24）」という概念を提示している25）。その概要を
示せば次のとおりである。
河野正輝のいう「発達障害」とは、「重度身体障害者も精
マ
神薄
マ
弱者26）も一
個の人格として自由に発展する可能性と欲求を有するにもかかわらず、日常
生活諸能力の低下・喪失ゆえに、その発展を阻害されている状態」とされる。
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そこでは、心身障害（児）や保育・養護児童だけでなく高齢者も、自由に自
己の信ずる老人観を選択し残された可能性を追求するという点で発達の余地
があると解されている。また、「日常生活能力の障害」、「社会生活適応困難」
を世界人権宣言第22条に規定されている「自己の尊厳と自己の人格の自由な
発展」の理念からの捉え直しが必要であるとされる27）。2015年７月に刊行さ
れた『社会福祉法入門第３版』でも、発達障害という文言こそ使用されてい
ないものの、福祉サービスの利用者象として「その人らしい生き方（いいか
えれば人格の自由な発展）を阻害されている人々28）」と記載されており、「発
達障害概念」の基本的な枠組みは維持されていると考えてよいだろう29）。
河野によれば、人格の自由な発展を阻害されている者の典型例として保
育・養護児童が考えられていることは、上の記述から見て取ることができる
のである。
ウ）子どもの権利条約と障害者権利条約との関係
それでは、子どもの権利条約と障害者権利条約の関係はどのようなもので
あろうか。
まず、障害者権利条約の前文(r)は、「障害のある児童が、他の児童との平
等を基礎としてすべての人権及び基本的自由を完全に享有すべきであること
を認め」30）と規定し、同条約第７条には前文を具体化する規定を置いている。
また、同条約前文には「児童の権利に関する条約の締約国が負う義務を想起
し」とあり、第７条第３項には意見表明権が規定されている。このように、
障害を有する児童については、子どもの権利条約とともに、障害者権利条約
をも適用されることとなるのである。
ところで、子どもの権利条約前文には「児童が、その人格の完全かつ調和
のとれた発達」と規定されており、第６条第２項には、「児童の生存及び発
達を可能な最大限の範囲において確保する」と規定され、さらに第29条第
１項(a)には教育の方向性として児童を最大限に発達させることとされてい
る。
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このように、子どもの権利条約の一般原則の一つが子どもの発達の確保で
あるとすれば、子ども、とりわけ保育・養護児童を、発達が阻害された状態
つまり河野正輝が提唱した発達障害と捉えることが可能といえるのではない
だろうか31）。
以上のように考えると、障害者権利条約の規定の趣旨やその規範内容が、
保育・養護児童にも適用することも可能ではないかと考えられる。
エ）評価軸の導出
　河野正輝の発達障害概念を媒介にして子どもの権利条約と障害者権利条約
を架橋する試みは、唐突の感は否めないかもしれない。
　しかし、要は、障害者権利条約第19条に規定される地域生活への包摂と
いったことは、障害者だけでなく子どもにとっても重要な規範足り得るとい
うことである。
　河野正輝は、これまでの社会福祉施策では、サービス利用者は保護と引
き換えに、しばしば隔離・収容され社会生活から排除されていたとしてい
る32）。このことからも地域での生活に参加し、包摂される福祉サービスが求
められるのである。
　また、堀正嗣は、子どもを育つ主体として見ていけば、家庭や地域におけ
る子どもの生活が保育所での生活の土台となっていることは明らかであると
し、子どもの生理的ニーズが満たされ、安心感を持ち、十分な愛情を与えら
れ、帰属感を持つことができるような関係が家庭や地域において満たされる
ことが必要であるとしている33）。
　以上から、ここでは、子どもの権利条約に通底する４つの一般原則のうち、
子どもの参加原則、とりわけ地域生活への参加を評価軸とすることとする。
③子どものシティズンシップ
ア）子どものシティズンシップ
周知のようにシティズンシップ論は、Ｔ．Ｈマーシャルによって提唱され
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たものであり、それは、シティズンシップを「ある共同社会の完全な成員で
ある人々に与えられた地位身分」であるとし34）、市民的権利、政治的権利、
社会的権利をシティズンシップを構成する権利とする35）。つまり、当該理論
は、市民的権利、政治的権利及び社会的権利を保障することによってすべて
の人々を市民としての地位に包摂していくことが含意されているということ
ができるだろう。
　ルース・リスター（Ruth Lister）は、シティズンシップの要素として、
❶コミュニティのメンバーとしての資格（membership of a community）、
❷権利（rights）、❸義務（duties）、❹地位の平等（equality of status）
を挙げている36）。そして、コミュニティのメンバーとしての資格として、
帰属意識（sense of belonging）を挙げ、帰属意識の重要な要素は参加
（participation）であるとする37）。
ところで、子どものシティズンシップについては、歴史的には、女性、先
住民と同様に、子どもは市民から排除されていていた。自己統治を求められ
るコミュニティの完全なメンバーとして備えるべき十分な合理性を欠いて
いることを理由としている38）。マーシャルも、子どもの市民としての地位は
認めていたものの、それは教育を前提とした将来の市民として地位であっ
た39）。
しかし、このようなマーシャルの考え方は、人間をビーイング（being）
としてみるのではなく、人間をビカミング（becoming）としてみるもので
ある40）。
リスターも、すべての子どもは、存在自体がコミュニティのメンバーであ
り、市民としての地位を有するとする。そして、地域社会への参加がシティ
ズンシップの中核であり、参加の拒否は子どものウェルビーイング（well-
being）の観点からは受け入れられないとする41）。ジェイン・ページ（Jane 
Page）は、幼児の関係性は、社会的な行為者や社会的な集団のメンバーに
よって影響され、４～５歳の子どもの幸福感は、友人や家族との関係性にリ
ンクしているとする42）。そして、子どもの権利に関してリスターは、貧困や
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社会的分離による周縁化の危険にさらされるシティズンシップのための道具
を提供するものだとする43）。さらに、責任（responsibilities）44）の項では、
国家によってもたらさる法的賦課と子ども自身による責任の実行の２面があ
ると指摘し、子ども自身の責任の実行は支援を受けながら実行することが可
能であると主張する。そして、参加こそが責任を促進するし、そのためには
子どもの尊厳の確保が前提となるとしている45）。また、地位の平等（equality 
of status）46）に関しては、子どもは尊重の対象でなければ地位の平等を享受
できないとし、包摂（inclusive）としてのシティズンシップが鍵概念にな
るとしている47）。
イ）小活
子どものシティズンシップに関して、マーシャルが主張したように将来
の市民といった考え方も根強い。例えば、コーエン（E. F. Cohen）は、シ
ティズンシップの中核をなすものは政治的活動だとし、子どもは政治活動を
行う能力が欠如している点を捉えて、部分的なシティズンシップ（partial 
citizenship）としての半市民権（semi-citizenship）を提唱している48）。
要は、シティズンシップをどのように定義し、どのように捉えるかの問題
である。
ルース・リスターが主張するように、大人のシティズンシップを子ども
に拡張するのではなく、子どもが地域社会に帰属していること、そこで子
どものアイデンティティの発達がもたらされること、リスター流にいうな
ら「暮らしているというシティズンシップ（lived citizenship）」49）を直視
し、子どもは、地域社会のメンバーであると考えるべきであろう。ナイラ・
カービー（Naila Kabeer）は、他者との交流が根本的なアイデンティティ
を醸成するといった趣旨のことを述べている50）し、ジェイ・ページ（Jane 
Page）も、人々の感情は、他者との関係性を通してシティズンシップへ結
合されるとしている51）。
　つまり、子どものシティズンシップ論からは、子どもを地域社会の一員と
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して位置付け、そのためには地域社会への参加を保障するといった評価軸を
導出できるのではないだろうか。
④子どもの視点に立った保育
　ここでは、少しばかり角度を変えて子どもの視点から保育を考えてみた
い。
　倉田賀世も指摘するように、保育サービスには児童の保育ニーズと、子育
てという生活負担を負う養育者のニーズの双方を直接、間接に保障するとい
う特徴がある。そして、ややもすれば、児童よりも養育者のニーズの充足に
重点が置かれる傾向にあった52）。しかし、子どもの権利条約第３条第１項等
に子どもに関するすべての措置を取るにあたっては、子どもの最善の利益
（best interest）を図るべきことが規定されていること、また、厚生労働省
が発出した保育所保育指針の第１章中に保育所の役割として「入所する子ど
もの最善の利益を考慮し」と記載されている53）ことからも、児童のニーズ
を最優先に制度設計がなされるべきであることが導かれるであろう54）。
国も、平成22年１月29日に閣議決定された「子ども・子育てビジョン」で、
これまでの施策は「少子化対策」だったとし、「少子化対策」では子どもの
ニーズに対応できなったことから、これからは、当事者目線、すなわち「チ
ルドレン・ファースト」の視点から施策を展開しなければならないとしてい
る55）。
ところで、畠中宗一は、家族社会学の立場から家族支援の問題に焦点を当
てて論じている。氏は、まず、現代社会の特徴として「富裕化」を挙げ、そ
のことによって家庭の機能の外部化がもたらされると論じる56）。このような
認識を前提として、外部保育の必要性に言及し、わが国の保育政策は、施設
保育に重点化しすぎているのではないかとの疑問を提示する57）。そして、子
どもの発達は、大人との信頼関係を確立しながら自立が促されていく。信頼
関係の確立にあたって、子どもは大人の愛情を確認し、甘えられる対象から
愛情を注がれることによって自尊心を高める。子どもの情緒を育てるには、
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大人に愛されたという経験が必要であり、そのためには子どもと安定した関
わりをもつことができる保育者が必要とされる。子育て支援は、子育てを支
援するという視点だけでなく、子どもに安定したかかわりを保障するといっ
た視点にも配慮が必要だとする58）。このような保育を実現するものとして家
庭的保育の必要性を主張しているのである59）。
また、柏女霊峰は、子育てニーズの１例として、児童養護施設に措置され
た女児の次のような作文を紹介している60）。
「かあちゃんはやさしかった。／かあちゃんはアイスやおかしをかってく
れた。／さとおやのかあちゃんもやさしかった。／どっちのかあちゃんでも
いい、かあちゃんといっしょにいたい。／はやくむかえにきてよ。／かあ
ちゃん。」
これは、児童養護施設と家庭とを対比するものであって、保育施設に言及
したものではないが、子どもにとって家庭の必要性を示すものとはいえるだ
ろう。
子どもの権利条約には、その前文に、児童の人格の発達のためには、家庭
環境の下で幸福、愛情及び理解のある雰囲気の中で成長すべきであるとし、
第20条第３項には、養育に関する継続性が望ましいと規定されている。これ
らの規定からは、家庭的機能の重要性を示していると解することも可能だろ
う。
また、保育が家庭の機能の外部化であるとするなら、家庭の機能との連続
性のある保育が必要とされるだろう。
子どもの主体性の形成という観点からは、子ども自身を主体と捉え、子ど
も自身のニーズに応じた保育が必要となろう。子どもの安定的情緒を育み、
人格の発達が第一義的には家庭の機能にあるとするなら、保育においても家
庭的保育が重要性を帯びてくると言い得るのではないだろうか61）。
このような考え方に対しては、埋橋玲子の次のような主張がむしろ一般的
かもしれない62）。
「少子化や居住環境の悪化のなかで、近隣や家庭内では異年齢・同年齢の
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子どもの集団形成が困難になり、社会性や情緒を育む場としての集団保育は
不可欠となった63）」と。
確かに、埋橋の主張にみられるように、現在、近隣や家庭内での異年齢・
同年齢の子どもの集団形成は困難な状況が存在する。しかし、集団保育では、
保育者と子どもとの関わりが希薄化する可能性も否定できないであろう。ま
た、これまでの保育所等による集団保育が、子どもを施設の中に囲い込み、
保育を家庭生活や地域生活から別のものとしてきたとの指摘もできるだろ
う64）。
⑤小括
上では、子どもの権利条約及び子どものシティズンシップ論からは、地域
への参加、包摂を、子どもの保育・子育ちニーズからは家庭的保育の重要性
を析出した。
もちろん、筆者は、子どもの権利条約の４原則のうち参加原則以外の差別
禁止、最善の利益、生存・発達もそれぞれ重要な原則であり、これらの原則
を評価軸として子ども・子育て支援法を考察することは意義深いと考えてい
る。しかし、本稿では、まずは参加、とりわけ地域生活への参加に焦点を当
てようとするものである65）。
　ところで、子ども地域生活への参加・包摂と家庭的保育とはどのような関
係にあるのだろうか。
　人々は、地域社会を形成し、地域で生活を営んでいるのであり、地域は、
家庭を構成する家族にとっての生活の場である。そうだとすれば、子どもの
地域生活の参加・包摂は、地域の中で日常的な生活の場として埋め込まれた
家庭を媒介として行われるといえるだろう。このことからすれば、家庭的保
育は、子どもの地域生活への参加・包摂といった評価軸に親和的な保育とい
うことができる。これまでの入所施設中心の福祉が地域社会から隔絶した環
境での生活を強いるものであり、障害者や高齢者を保護の客体として扱うこ
とにつながるとの観点から、在宅福祉へ大きくシフトしようとしている障害
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者福祉や高齢者福祉の潮流にも馴染むものとなろう。福川須美も、地域と家
庭的保育との関係について、「散歩道、公園、児童館、図書館、保育所、店
舗、神社や寺院等、地域の様々な資源を活用することで、子どもたちに多様
な体験の機会を保障していくことができ」、「地域に出ていく保育をすること
で、地域に顔見知りができ、子どもたちに声をかけてもらったり、…地域で
出会う保護者たちに気軽な育児相談に乗ったり、疑問や悩み応じたりと地域
の子育て支援に一役買っている場面がたびたびある」としている66）。
　つまり、家庭的保育は、子どもの地域生活への参加・包摂を実現する保育
と位置づけることができるのである。
そして、保育所保育においても、大規模かつ集団的保育を行うことが、乳
幼児を囲い込むことによって地域社会からの隔絶をもたらすことにならない
ためには、より一層の地域との交流や地域の中での生活の場といった視点が
求められるだろう。
２　主体性の形成の視点からの子ども・子育て支援法及び関連する児童福祉
法の課題及びその対応策
　本項では、１で導出した地域生活への子ども参加、包摂及び家庭的保育施
策の充実化といった観点から子ども・子育て支援法及びその関連する範囲で
児童福祉法を評価してみることとする。
　まず初めに家庭的保育について見てみよう。
（１）　子ども・子育て支援法及び児童福祉法における家庭的保育の位置づ
けと課題
①家庭的保育の対象者
　子ども・子育て支援法（以下単に法と記載した場合は「子ども・子育て支
援法」を指す。）は、第７条第６項で家庭的保育について「児童福祉法第６
条の３第９項に規定する家庭的保育事業として行われる保育をいう」と規定
している。
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　そして、児童福祉法第６条の３第９項では家庭的保育は、通常は満３歳未
満の乳幼児を対象としていることが読み取れる。満３歳以上の小学校就学前
児童については、市町村が認める場合にのみ特例地域型保育給付費の支給と
して給付されるに過ぎない（法第30条第１項）。つまり、法は、家庭的保育
の対象年齢を満３歳未満を原則としているといえるだろう。
　一方、施設型給付費の支給を受ける保育所の場合は、第19条第１項に規
定される２号認定者及び３号認定者が対象とされており、小学校就学前子ど
もが対象であり、満３歳未満の児童を原則としているわけではない。ここに
は、保育所による保育と家庭的保育の対象者における相違が見られるといえ
よう。
②児童福祉法における家庭的保育の位置づけ
平成20年の児童福祉法の改正により家庭的保育が法定化された。改正前の
児童福祉法第24条第１項は、市町村は、保育に欠ける児童を保育所において
保育しなければならないと規定し、ただし、付近に保育所等がない等ややむ
を得ない事情があるときは、その他の適切な保護をしなければならないと規
定していた。ところが、平成20年改正法では、第24条第１項は、本文では改
正前の規定を存続させ、ただし書きで、家庭的保育事業による保育を規定し
たが、それは保育に対する需要の増大等のやむを得ない事由があった場合で
あるとされた。つまりここでは、家庭的保育事業は、主に保育需要の増大を
にらんだ待機児童対策としての機能を担うものの一つとして保育所による保
育の補完と位置付けられたとみることができる。そして、平成24年改正児童
福祉法では第24条第１項ただし書きは削除され、同条第２項で、市町村は、
家庭的保育事業等により必要な保育を確保するための措置を講じなければな
らないと規定された。ただし書が削除されたことにより、家庭的保育が補
完・代替的位置づけから脱し、保育所による保育と同等に位置づけられたこ
とは、待機児童解消の一環としてであれ、筆者の立場からは評価できること
となる。
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しかし、木下秀雄は、児童福祉法第24条第１項を、市町村に対して保育所
で保育を受けることを請求できる権利を保障したものと解し、その根拠を認
可保育所の保育水準（施設水準、職員配置水準、職員資格水準等）が明らか
に家庭的保育事業等を上まわっているからであるとしている67）。伊藤周平も
同条第１項によって保育所による保育を受ける権利が保障されているとの見
解を示している68）。
確かに、児童福祉法第24条第１項の文言からは、木下や伊藤の見解が成り
立つ。だが、同条第２項では、市町村に家庭的保育事業等により必要な保育
を確保するための措置を命じており、同条第１項の規定と併せ読めば、保育
所による保育とともに、家庭的保育事業等による保育も保育の必要性を満た
すものと解することができよう。そうだとすれば、家庭的保育事業等も保育
所による保育と同一の水準にすべきことを市町村に課していると解すべきで
ある69）。
③設備及び人員の基準について
　認可保育所に関する設備の基準は、児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準（以下「児童福祉施設基準」という。）第32条に規定されており、家庭
的保育事業については、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（以
下「家庭的保育事業等基準」という。）第22条に規定されている。また、人
員に関する基準はそれぞれ同基準第33条及び第23条に規定されている。これ
を比較すれば表１のとおりである。
この表からもわかるとおり、家庭的保育事業にはほふく室の設置は義務付
けられていないものの、乳幼児１人あたりの面積は保育所に比べ劣悪とはい
えない状態である。また、職員配置基準も家庭的保育補助者を利用しない場
合は、乳児については保育所と同等の基準である。満１歳以上３歳未満の幼
児については、保育所が６：１に対して家庭的保育事業では３：１とかえっ
て手厚い人員配置となっている。人員基準上、保育士であって「基礎研修」
を修了した者を家庭的保育者とする点は、専門性に配慮したものと評価する
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こともできよう。もっとも、保育士資格を取得した者で保育所での保育の経
験がない者では、家庭的保育は困難というべきだろう。また、家庭的保育者
と同等以上の知識経験を有すると市町村が認める者として、88時間＋20日
の研修である「認定研修」を修了した者とされていることは、家庭的保育者
として、子どものニーズに応えることができるかどうか危うさを孕んでいる
といえるだろう。さらに、家庭的保育補助者の導入については、専門性と
いった観点から保育所保育と差異が生じ問題となる。
表１
保育所 家庭的保育事業
?
?
?
?
乳児又は満２歳に満たない幼児
　 乳児室又はほふく室、医務室、調
理室及び便所
　乳児室：1.65平方メートル／人
　ほふく室：3.3平方メートル以上／人
２歳以上の幼児を入所させる保育所
　保育室又は遊戯室、屋外遊戯場、
調理室及び便所
　保育室又は遊戯室
　　1.98平方メートル以上／人
　屋外遊戯場
　　3.3平方メートル／人
○ 乳幼児の保育を行う専用の部屋を
設けること
○ 専用の部屋の面積は9.9平方メート
ル以上（３人を超える場合は、9.9
平方メートル３人を超える人数１
人付き3.3平方メートルを加えた面
積）
○屋外遊戯場に適した庭があること
　 庭の面積は満２歳上の幼児１人に
つき3.3平方メートル以上
?
?
?
?
○ 保育士、嘱託医及び調理員（調理
業務を委託する場合は置かないこ
とができる）
○保育士の配置
　乳児：3：１以上
　満１歳以上３歳未満の幼児
　　6：１以上
　満３歳以上６歳未満幼児
　　20：１以上
○ 家庭的保育者、嘱託医及び調理員
（調理業務を外部委託等する場合
は置かないことができる）
○家庭的保育者
　 市町村が行う研修を修了した保育
士70）又はこれと同等以上の知識及
び経験を有すると市町村長が認め
る者71）
○職員配置
　３：１以上
　 ただし、家庭的保育者が、家庭的
保育補助者（市町村が行う研修等
を修了した者72）であって、家庭的
保育者を補助する者）とともに保
育する場合は、５人以下。
＊ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第32条及び家庭的保育事業等の設備及び運営
に関する基準第22条に７基づき筆者作成
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④公定価格に関する問題
　子ども・子育て支援新制度では、保育を受ける１人当たりの月額経費を公
定価格と呼んでいる。この公定価格を保育所と家庭的保育事業とを比較する
と次表のとおりとなる。なお、ここでの比較は、平成27年３月31日付け内
閣府告示第49号の別表第一に規定される100分の20地域73）（東京都の特別区）
を比較した。多様な保育ニーズがあると考えられるからである。また、比較
は基本部分のみとし、加算部分は除いた。加算は各施設の状況に応じて異な
るからである。そして、保育所の定員区分は20人とした。家庭的保育事業の
定員は、５人以下とされていることから74）、保育所の最も少ない定員区分と
比較した。
    表２ （単位：円）
保育所 家庭的保育事業
保育標準時間設定 保育短時間設定 保育標準時間設定 保育短時間設定
基本分単価 基本分単価 基本分単価 基本分単価?
? ４歳以上児 97,220 72,350
３歳児 104,580 79,710?
? １，２歳児 159,280 134,410 167,680
乳児 232,900 208,030
＊内閣府告示第49号から抜粋
　表２からは、次のことが見て取れる。
家庭的保育事業においては、保育標準時間と保育短時間が同一の単価と
なっており、保育所が標準時間と短時間で単価に差を設けているのとは異な
る取り扱いとなっている。また、乳児を比較すれば、保育所も家庭的保育事
業も職員配置基準は同一であるが、保育所の単価に比べ低い単価設定となっ
ている。逆に、１、２歳児の単価は家庭的保育事業が高くなっているが、保
育所の場合、職員配置基準が６：１とされる関係で単価が低く設定されてい
るからであり、このことを考慮すれば、家庭的保育事業の単価が保育所に比
べて高いとはいえないであろう。家庭的保育事業の基本分単価の積算基礎を
どのように見積もったか明らかでないが、保育所に比べ家庭的保育事業の基
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本分単価が低い結果、保育所よりも施設環境の劣悪化や職員の質の低下を招
くリスクを孕む単価設定となっているといえないだろうか75）。
⑤居宅訪問型保育の位置づけ
　居宅訪問型保育は、子ども・子育て支援法及び児童福祉法上は家庭的保育
事業とは異なるカテゴリーとして規定されている。しかし、居宅における保
育という点では家庭的保育事業と共通する面があるので、ここで検討するこ
ととする。
子ども・子育て支援法は、地域型保育として、居宅訪問型保育を規定した
（法第７条第５項）。居宅訪問型保育とは、満３歳未満の乳幼児に対して乳幼
児の居宅で家庭的保育者によって行われる保育、３歳以上の幼児であっても
地域の状況を勘案して当該幼児の居宅において家庭的保育者によって行われ
る保育である（法第７条第８項、児童福祉法第６条の３第11項）。そして、
居宅訪問型保育は、障害、疾病等により集団保育が著しく困難と認められる
乳幼児に対する保育や母子家庭の乳幼児の保護者が夜間及び深夜の勤務に従
事する場合への対応等、保育の必要の程度及び家庭等の状況を勘案して居宅
訪問型保育の必要性が高いと市町村が認める場合等に行われる（家庭的保育
事業等基準第37条）。以上をみれば、居宅訪問型保育は、保育所による集団
保育や家庭的保育事業などでは満たすことができない特別な保育ニーズに対
応するものと位置づけられていることがわかる。
　しかし、居宅訪問型保育は、保育所における集団保育ではない居宅での保
育という点では家庭的保育事業と同様であり、子どもの子育ちニーズにとっ
て家庭的保育事業の充実を提唱する本稿の立場からは、集団保育では保育
ニーズを充たすことができない等の特殊な場合に限定してよいか疑問の残る
ところである。
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（２）　地域生活への参加・包摂と保育
①子どもの地域生活への参加・包摂の意義
上では、子どもの地域生活への参加が、子どもの権利条約や子どものシ
ティズンシップ論から導かれる評価軸であること、そして地域生活への参
加・包摂と家庭的保育とは密接な関係があることを述べた。
　横山卓は、地域社会の重要性を、子どもは地域社会で「社会規範」を学び
それを内面化するといった点に求めている76）。また、保育所保育指針では保
育内容の一つとして「人間関係」が挙げられており、そこには地域での世代
間交流、高齢者等の地域の様々な人との触れ合いが人と関わる力を養うとさ
れている77）。すでに述べたように福川須美も地域と家庭的保育が密接に関連
するとしている78）。
　このように、子どもの権利条約や子どものシティズンシップ論からから導
いた子どもの地域での生活という評価軸は、子育ちといった観点からも子ど
もの主体性の形成に寄与しているといえるだろう。
②子ども・子育て支援法における子どもの地域生活への参加・包摂
　ところで、子ども・子育て支援法は子ども地域生活への参加をどのように
規定しているのであろうか。
　地域とのかかわりについては、上でも述べたように、保育所保育指針にお
いて保育の内容として規定されている。この保育所保育指針は、児童福祉施
設基準第35条の規定に根拠を有しており、児童福祉施設の設置者は当該基準
を遵守しなければならないとされている（児童福祉法第45条第３項）。さら
に、家庭的保育事業等基準第25条にも、家庭的保育事業の保育内容は、厚生
労働大臣の定める指針に準じて保育を提供しなければならないと規定し、小
規模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業にも準用されている
（同基準第30条、第32条、第36条、第41条、第46条）。つまり、保育指針は、
保育内容について地域との関わりの必要性について規定しており、保育所や
地域型の保育にとって規範として位置づけられていることは評価に値すべき
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であろう。
　一方、子ども・子育て支援法は、第59条で13の地域子ども・子育て支援事
業を規定している。「❶利用者支援事業、❷時間外保育の助成事業、❸実費
徴収に係る補足給付事業、❹多様な主体が本制度に参入することを促進する
事業、❺放課後児童健全育成事業、❻子育て短期支援事業、❼乳児家庭全戸
訪問事業、❽要保護児童等に対する支援事業等、❾地域子育て支援拠点事業、
10一時預かり事業、11病児保育事業、12子育て援助活動支援事業、13妊婦健
康診査事業」79）の13事業である。当該事業は、その多くが親の子育てを支援
するといった性格を有するとみることができよう。このこと自体、子どもの
権利条約第18条第１項が、児童の養育・発達の第一義的な責任は親にあると
規定し、第２項が親等に対する子育て支援を規定していることからすれば、
子どもの権利条約に沿った規定だということができるだろう80）。子ども・子
育て支援法第１条も、法の目的として「子ども・子育て支援給付その他の子
ども及び子どもを養育している者に必要な支援を」行うと規定している。
しかし、第１条は、子どもを養育している者のみならず子どもに対する必
要な支援をも目的としているのである。先に、子どもに対する必要な支援の
ための評価軸として地域生活への参加・包摂という評価軸を立て、このこと
が子どもの育ちを促進し、子どもの主体性を形成するとした。
確かに、子ども・子育て支援法は、子ども・子育て支援給付において地域
型保育を規定した。だが、保育所とは大きな格差があることは先に示したと
おりである。また、地域子ども・子育て支援事業においては、その多くが親
等の子育てを支援する事業として組み立てられていると解されよう。そうし
てみると、子ども・子育て支援法は、保育指針として一定の地域との関わり
を保育内容として盛り込んではいるものの、子育ち支援、とりわけ地域生活
に参加・包摂し、子どもの主体性を形成するといった視点からは、十分とは
言えないと評価せざるをえないだろう。
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（３）　あるべき子ども・子育て支援法を目指して
以上、子どもの主体性の形成という視点から、家庭的保育の必要性、子ど
もの地域生活への参加・包摂といった評価軸を立て、子ども・子育て支援法
及びその関連する範囲の児童福祉法に関して論じた。
それでは、この２つの評価軸によれば、子ども・子育て支援法にどのよう
な内容を盛り込むべきかが次の検討事項である。
①家庭的保育事業について
　現在の子ども・子育て支援法では、保育所による保育と家庭的保育事業と
は格差があり、基本的方向性としてこのような格差の解消を図るべきであろ
う。児童福祉法第１条第２項には、「すべて児童はひとしくその生活を保障
され、愛されなくてはならい」と規定されている。このことを踏まえ、これ
まで論じた家庭的保育の充実が、子どもの育ちにとって必要と思われること
からは、保育所保育との格差の解消が図られるべきものと解されるからであ
る。
　次に、具体的な方策を示そう。
〇家庭的保育事業の対象者の年齢の引き上げ
家庭的保育事業の対象者を保育所保育の対象者と同様に小学校就学前子ど
もとすべきである。
　このような考え方に対しては、異論があるだろう。子ども・子育て支援法
第27条第１項は、満３歳未満の子どもに対しては保育、満３歳以上で小学校
就学前の子どもに対しては幼稚園での教育、認定こども園での教育・保育、
保育所での保育を行う旨を規定している。このことからは、小学校就学前
の３歳以上の子どもついては、教育に力点があると考えているのかもしれな
い。そして、３歳未満の子どもは教育よりも養護に力点があり、家庭的保育
は養護中心の保育としてふさわしいものとみているのかもしれない。
　しかし、家庭的保育事業の保育は保育士が行うものである。そして、保育
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士としての経験のある者が家庭的保育を行うとすれば、保育所における保育
と保育対象年齢を区別する理由はないであろう。　　
仮に、小学校就学前の満３歳上の子ども対して、小学校入学の準備期間と
しての集団生活を行う必要性があるとすれば、家庭的保育事業所から４時間
程度、幼稚園、認定こども園、保育所に通園するといったシステムを構築す
ることによって対応可能であると考えられる。
〇家庭的保育者の専門性の向上
家庭的保育者が、一定の研修を受けた保育士である点は、専門性に配慮し
た点といえるだろう。しかし、保育士資格を持たない者も、市町村が研修を
受けた保育士と同等と評価した者を家庭的保育者とすることには問題があ
る。実際に家庭で子育ての経験をした者に対して家庭的保育等研修事業実施
要綱に規定される「認定研修」並みの研修修了者とすべきだろう。また、家
庭的保育補助者も子育ての経験がある者とすべきだろう。さらに、保育士で
あっても一定年数の保育所保育の経験がある者が家庭的保育に関する研修を
修了することとすべきものと思われる。福川須美もいうように、園長から雑
務までこなす家庭的保育者は、短時間の研修だけで容易に勤まる仕事ではな
いと考えられるからである81)。
〇公定価格の引き上げ
　上記（１）－④で検討したように、乳児の公定価格に保育所保育と家庭的
保育事業に格差がみられる。家庭的保育事業の基本分単価を保育所並みに引
き上げる必要があるし、保育所と同様に家庭的保育事業にも標準時間と短時
間の単価の区分を設けるべきであろう。
　１、２歳児については、家庭的保育事業の単価が高くなっているが、人員
配置基準上保育所が６：１の基準となっていることが影響しているものと考
えられる。家庭的保育事業においては人員基準が３：１であり、定員が５人
であるため２人の家庭的保育者の人件費を賄うことができるような保育所基
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準による単価設定をすべきであろう。
〇居宅訪問型保育の見直し
　既にみたように居宅訪問型保育は、子ども・子育て支援法では、特別な保
育ニーズに対応する保育として位置づけられている（家庭的保育事業等の設
備及び運営に関する基準第37条）。
　居宅訪問型保育も家庭的保育者によって保育が行われることとされている
点（児童福祉法第６条の３第11項）およびノーマライゼーションの理念から
高齢者福祉、障害者福祉が在宅福祉に力点が移行している点からすれば、子
どもが在宅のままで保育を受けられることは、これらの福祉制度における近
時の傾向に沿うものである。したがって個々の子どもの多様なニーズに対応
する可能性を秘めている居宅訪問型保育を、特別な保育ニーズに限定するこ
となく、保育が必要な子どもすべてに対応するように制度を見直すべきであ
ろう82）。もちろん、家庭的保育事業と同様に、居宅訪問型保育を行う者の専
門性の向上を図ることは不可欠である。
②子どもの地域生活への参加・包摂について
　子どもの地域生活への参加・包摂については、保育指針に一定の記載があ
ることは既に概観した。
　しかし、子どもの地域生活への参加・包摂は、現行制度上の保育所や地域
型保育事業者が保育内容として実施するだけでは十分とはいえないだろう。
　例えば、保育所や地域型保育業者が地域交流のための職員を雇い入れ、地
域との参加を実施しようとする場合には、地域交流職員配置加算を設けるな
どして、地域参加インセンティブを制度化すべきこと等が考えられる。
ところで、子どもの地域への参加・包摂を考えるとき、参考になるのは世
代間交流である。汐見稔幸は、「子どもの心身は、温かくゆとりある家族と
みんなで自由に探索してよく、遊びに没頭でき、あこがれのお兄ちゃん、お
姉ちゃんとも出会える、そんな地域という場と関係の中でこそ育つ」のであ
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り、「子どもにとっては、いろいろな人とふれ合うことは成長にとって極め
て重要である。子どもにとっては祖父母ですら「異文化」であり、近所のお
じさん、おばさん、その子どもなど、地域は「異文化」の宝庫である。いろ
いろな人とふれ合うことにより様々な異文化を知り、相手に応じて適切な対
応を取ることを学び、生きていくうえで最も大切な社会性を身につけること
ができる」とし、「世代間交流」が「異文化」と接する機会を与えるものと
して極めて重要な意味を持つとしている83）。また、例えば、2015年３月に豊
中市が策定した「豊中市子育ち・子育て支援行動計画　こどもすこやか育み
プラン・とよなか」においても、施策の第一の柱として「子育ち支援」を掲げ、
その中で「１－２ 多様な人との交流及び様々な体験をすることができる機
会の提供」として「世代間交流」、「子ども同士の交流」、「地域の人との交流」
を挙げている84）。また、「茅ヶ崎市子ども・子育て支援事業計画」においても、
施策の方向（４）で地域の社会資源を活用しながら、地域ぐるみで子どもの
育ちを支えるために「世代間交流・市民活動の推進」を挙げている85)。この
ように、市町村においても、子ども・子育て支援事業計画の重点事項として
地域生活への参加、子育ちのための地域の必要性を前提に世代間交流を掲げ
るものが、徐々にではあるが、みられるようになってきている。
子どもの育ちのためには、地域への参加・包摂が必要であり、その方法と
して世代間交流が望ましとすれば、市町村事業計画として位置づけることも
必要ではあるが、市町村の事業として義務付けを行うことができることか
ら、むしろ子ども・子育て支援法第59条の地域子ども・子育て支援事業の中
に加えるべきではないだろうか。
その他にも、子どもが地域生活に参加できる機会や環境を整備することも
必要となろう。例えば、遊び場の整備、子どもの居場所の確保、地域のイベ
ントへの参加促進などである。これらのことも、こども支援、こどもの育ち
支援の条件整備的な側面を有しているのであり、やはり子ども・子育て支援
法第59条の地域子ども・子育て支援事業として規定されるべきであろう。
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おわりに
本稿では、子どもの主体性の形成といった視点に立って、子どもの権利条
約及び障害者権利条約そして子どものシティズンシップ論から子ども地域生
活への参加・包摂という評価軸を導き、子どもの支援といった観点からは家
庭的保育といった評価軸を導いた。そして、この評価軸に基づき2015年（平
成27年）４月から施行された子ども・子育て支援法及びその関連する範囲で
児童福祉法を検討した。その結果、子ども・子育て支援制度は、対象者、保
育者、保育単価ともに保育所保育と家庭的保育では格差がみられ、当該格差
を解消することが「すべて児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護さ
れなければならない」とする児童福祉法第１条第２項の規定に叶うものであ
り、子ども・子育て支援法第２条第２項の「子ども・子育て支援の内容及び
水準」が「全ての子どもが健やかに成長するよう支援するもの」との規定に
沿うものであることを明らかにした。また、居宅訪問型保育を特別な保育
ニーズ等を有する子どもに限定せず保育が必要な子どもをも対象とすべきで
あると結論付けた。さらに、子ども支援・子育ち支援といった観点からは、
子どもの発達、成長にとっても地域生活への参加・包摂が必要であり、その
方法として、「世代間交流」を子ども・子育て支援法第59条に規定される地
域子ども・子育て支援事業の中に加えるべきであると論じた。
そして、ノーマライゼーションに裏打ちされた高齢者福祉や障害者福祉に
おいて施設入所型から在宅福祉へその比重が移行しようとしている潮流から
は、むしろ家庭的保育あるいは訪問型保育がその潮流に適合し、地域生活へ
の参加・包摂といった視点からも評価されるべきだとした。
しかし、現代社会においては、地域社会そのものが大きく変容しつつある
といえるだろう。都市化による遊び場の減少、交通事故の危険性、豊かな自
然環境の減少や地域での異年齢集団の消失、屋外での遊びよりも屋内でのコ
ンピュータゲームなどの受身的遊びの増大等である。
このような地域社会の変貌の中で、子どもの地域への参加・包摂を実現す
るには、地域福祉といった視点からの施策も必要となるであろう86）。
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また、家庭的保育、訪問型保育のみならず保育所における保育においても
「世代間交流」等の地域との交流を積極的に実施していくことが望まれるで
あろう。
本稿では、子どもの地域への参加・包摂及び家庭的保育等に焦点化したた
め、子ども・子育て支援法が、子どもの権利条約の一般原則と位置付けられ
ている「差別禁止原則」、「最善の利益原則」、「生存権と発達権」を充足し
ているかどうかについて検討がなされなかった。また、「子どもの参加原則」
についても、子ども・子育て支援法の給付手続過程への参加については論じ
ることができなかった。
今後の課題としたい。
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69） 伊藤周平は、改正前の児童福祉法ただし書きの解釈として次のように
主張している。「認可保育所の不足などにより保育所保育ができない場
合も、市町村は、家庭的保育事業による保育を行うなど「その他適切な
保護を行う」などの義務がある（児童福祉法24条１項ただし書き）。こ
の場合の「適切な保護とは、保育所保育に代わるものだから、保育所
保育と同水準の保育が実施される必要がある」。伊藤周平「子ども・子
育て支援法と改正児童福祉法の諸問題―児童福祉法24条改正を中心に」
『鹿児島大学　法学論集第47巻第２号』（2013年）51頁。現行法が家庭的
保育事業等を補完・代替ではなく保育所保育と同等と位置づけたと解す
るのであれば、保育所保育と同水準の保育の実施は一層求められなけれ
ばならないだろう。
70） 平成27年５月21日に発出された厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通
知「職員の資質向上・人材確保等研修の実施について」中の別添３「家
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庭的保育等研修事業実施要綱」によれば、家庭的保育者のうち保育士に
対する研修は、「基礎研修」をいうとされ、21時間＋２日以上の研修カ
リキュラムが組まれており、
71） 平成27年５月21日に発出された厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通
知「職員の資質向上・人材確保等研修の実施について」中の別添３「家
庭的保育等研修事業実施要綱」によれば、家庭的保育者のうち保育士に
対する研修は、「基礎研修」をいうとされ、21時間＋２日以上の研修カ
リキュラムが組まれている。また、「保育士と同等以上の知識経験を有
すると市町村が認める者」とは、「認定研修」を修了した者とされ、家
庭的保育未経験者及び家庭的保育１年未満の者（看護師、幼稚園教諭を
除く）は、88時間＋20日の研修カリキュラムが組まれている。このほか
にも、２年未満の家庭的保育者に対するフォローアップ研修、すべての
家庭的保育者に対して毎年実施される18時間の現任研修受講が義務付け
られている。
72） 家庭的補助者となるための研修は、家庭的保育者のうち保育士が受
講する「基礎研修」であるとされている。http://www.mhlw.go.jp/
file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/situk
oujyoujinzaikkuho20150521_1.pdf, accessed 13 Nov. 2015.
73） 内閣府告示第49号は、公定価格の算出のための地域区分として、全
国を「100分の20」、「100分の16」、「100分の15」、「100分の12」、「100分の
10」、「100分の６」、「100分の３」及び「その他地域」の８区分に分けて
いる。
74） 子ども・子育て支援法第46条第３項第１号により特定教育・保育施設
及び特定地域型保育事業の運営に関する基準第37条第１項に規定されて
いる。
75） もっとも、内閣府が平成27年９月18日時点版の「公定価格に関する
FAQ（よくある質問）Ver.10」９頁には、家庭的保育事業の場合、調
理員は非常勤も可能だが、40人以下の定員を設定している保育所では調
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理員は常勤とされている。この点が考慮されているとも考えられるが、
保育所も家庭的保育事業も、調理業務を委託する場合は調理員を置かな
いことができるとされており（児童福祉視閲の設備及び運営に関する基
準第33条第１項、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準第23条
第１項）、給食を外部委託した場合には、家庭的保育事業が保育所に比
べ保育に関して不利な設定になっているといえるだろう。
76） 横山卓「子どもは地域社会で何を学ぶか」小堀哲郎編著『社会のなか
の子どもと保育者』（創成社、2011年）36頁～38頁。
77） 『保育所運営ハンドブック』（中央法規、平成26年）550頁～556頁。
  なお、片岡基明、吉村啓子編『保育を学ぶ人のために』（世界思想社、
2006年）150頁～154頁参照。
78） 福川・注（61）118頁。
79） 全国保育団体連絡会・保育所研究所編『保育白書2015』（ひとなる書房、
2015年）129頁～130頁に負っている。
80） もっとも、当該事業が市町村の事業とされ、予算による制約を免れな
い点は、子どもの権利条約の実現といった観点からは問題を孕んでいる
ということができるだろう。
81） 福川須美「家庭的保育事業と新制度」全国保育団体連絡会・保育所研
究所編『保育白書2015』（ひとなる書房、2015年）172頁。
82） 庄司洋子は、「すでに高齢者福祉の領域においては大きな実績をあげ
つつある地域福祉的展開が、今後、児童福祉の分野においても積極的に
進むことが期待されている」としている。庄司洋子、松原康雄、山縣文
治編『家庭・児童福祉［改訂版］』（有斐閣、2002年）12頁。
　 筆者は、保育所における保育が子どもの個々の多様なニーズに対応で
きないシステムであると主張しているのではない。ただ、児童数が多く
なれば、ややもすれば画一的な保育に陥るおそれがあると考えるのであ
る。
　 なお、居宅訪問型保育においても、家庭的保育事業と同様に、研修の
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充実により子どもの個性に応じた多様なニーズに対応する人材育成とい
う課題があると思われる。
83） 汐見稔幸「世代間交流はこれからの社会づくりに不可欠な課題です」
草野篤子、柿沼幸雄、金田利子、藤原佳典、野間百子編『世代間交流の
創造』（あけび書房、2010年）７頁。
84） https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kosodate/kosodatetorikumi/
kosodachi_shienplan/hagukumiplan.files/hagukumiplan-all.pdf, 
accesed 23 Nov. 2015.
85） https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kosodate/kosodatetorikumi/
kosodachi_shienplan/hagukumiplan.files/hagukumiplan-all.pdf, 
accesed 23 Nov. 2015.
86） 例えば、熊本県において実施されている高齢者、障害者、子ども、
地域のひとたちとの交流拠点の創設を目指す「地域の縁がわ」事業
などが参考となる。https://www.pref.kumamoto.jp/kiji_3129.html, 
accessed 28 Nov. 2015.
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熊本県のホームページより抜粋
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The child grew up support from the point of view of the formation of 
independence
--the study of children and child care support Act --
FUKUSHIMA Seigo
Abstract
Child and child care support Act was enforced from April 2015.
Has been built Child and child care support Act as a system to meet 
the support needs of children?
In this paper, we are standing on the perspective of the formation of 
the child's independence, the Convention on the Rights of the Child, 
from the child's citizenship theory to derive the evaluation axis, such 
as participation and inclusion of children of community life, and 
family child care is to community life to indicate that it is compatible 
with the participation and inclusion.
Then, according to this evaluation axis, when evaluating the child 
and child care support Act, the age of the child care children and 
nursery unit price have a gap between nursery childcare and family 
day care, In-Home visit type childcare corresponding to a special 
childcare needs showed that it is intended to.
Further, as a method of participation and inclusion in the 
community life, it should be added in the local children and child 
care support business because friendship beyond the generation is 
eﬀective.
In this essay, it is considered that the concept of formation of 
independence was able to prove that it is foundation in the ﬁeld of 
children's legislation through the evaluation that participate and 
include children to the life in the local area.
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